
国の総合経済対策等に対応した補正予算（一般会計補正予算 第６号）

内容

○物価高騰の影響を受ける生活者・事業者等に対する緊急支援

一般会計 歳入歳出予算          750億9,602万1千円 

（補正後累計  2兆3,325億3,781万6千円）

繰越明許費    723億7,290万5千円  

令和７年１２月１７日 ①

352億4,008万3千円

○防災・減災・国土強靭化の推進 396億9,809万4千円

○クマ対策による県民の安心・安全の確保 1億5,784万4千円



令和７年１２月１７日 ②

物価高騰の影響を受ける生活者・事業者等に対する緊急支援①

生活者に対する緊急支援
47億805万1千円

◆ＬＰガスを使用する一般消費者等に対する支援

➢ 一般消費者等約142万世帯対象

➢ １世帯当たり上限 3,200円値引き

◆県立学校における給食等の保護者等負担軽減支援

➢ 中学校、定時制高等学校：360円 ～ 3,080円 / 生徒

➢ 特別支援学校：420円 ～ 3,680円 / 生徒 等

◆特別高圧電力を使用する中小企業等に対する支援

➢ 工場・工業団地：1～2月分⇒2.3円/kWh、3月分⇒0.8円/kWh

➢ 大型商業施設テナント：1～2月分⇒62円/㎡、

3月分⇒21円/㎡ 等

事業者に対する光熱費等の緊急支援
122億5,872万8千円

重点支援地方交付金等を活用し、
エネルギー価格等の高騰により厳しい状況に置かれている県民および事業者への緊急支援を行う

◆医療施設、福祉施設、私立学校等に対する支援

➢ 病 院：43,000円 ～ 124,000円 / 床

➢ 高齢者施設（入所）：46,700円 ～ 48,700円 / 定員１人

➢ 私立高校：29,000円 / 校（平均）

➢ 畜産農家：12,600円以内 / 配合飼料１トン 等



令和７年１２月１７日 ③

物価高騰の影響を受ける生活者・事業者等に対する緊急支援②

医療・福祉分野における処遇改善・物価上昇等に係る緊急支援 182億7,330万4千円

国の「医療・介護等支援パッケージ」等を踏まえ、
公的価格により価格転嫁が難しい医療・福祉分野における経営の改善及び従事者の処遇改善につなげるため、
報酬改定の効果を前倒しするための支援等を迅速に実施

◆保育士等、児童養護施設等職員の処遇改善等

➢ 保育士等：公定価格上の人件費を5.3％改善

➢ 児童養護施設等職員：公定価格上の人件費を4.9％改善 等

◆医療施設、福祉施設等職員の処遇改善等

➢ 有床診療所：13,000円 ～ 85,000円 / 床

➢ 無床・歯科診療所：170,000円 ～ 320,000円 / 施設

➢ 高齢者施設：60,000円 ～ 114,000円 / 職員１人

➢ 障害者施設：60,000円 / 職員１人 等

◆看護師等養成所及び病院内保育所の運営費支援

➢ 看護師等養成所：2,201,000円 / 施設(平均)

➢ 病院内保育所： 619,000円 / 施設(平均)

◆地域子ども・子育て支援事業の継続支援

➢ 放課後児童クラブ：総額50,000円 / か所

➢ 産後ケア実施施設：総額25,000円 / か所 等



令和７年１２月１７日 ④

防災・減災・国土強靭化の推進 クマ対策による県民の安心・安全の確保

公共事業の追加 396億9,809万4千円

➢ 国の総合経済対策（防災・減災・国土強靭化の推
進）に迅速に対応

➢ 前回（令和6年度2月補正予算）の国の総合経済
対策に伴う補正と比較し、＋87億円 28%増となる
事業費を確保

埼玉県クマ対策パッケージ 1億5,784万4千円

１．人的被害等の防止に向けた緊急対応
• 緊急銃猟想定訓練の実施、わな等資機材の購入
• 捕獲従事者向け講習会の開催
• 緊急銃猟等を行う市町村への補助 等

２．人の生活圏への出没防止対策
• 河川や県営林の樹木伐採等の実施

３．生息状況の把握と適正な個体数の管理
• 生息状況調査の実施
• 第二種特定鳥獣管理計画の策定
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事業の早期着手により、県民の安心・安全を実現
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